
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



大野市教育委員会告示第    号  

 

 大野市保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業補助金交付要綱を次のように

定める。  

 

         令和４年  月   日  

 

大野市教育委員会  

 

   大野市保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業補助金交付要綱  

 

 （趣旨）  

第１条  この要綱は、新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が

重なる最前線である幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育事業所等におい

て働く、保育士、幼稚園教諭、保育教諭等の処遇の改善のため、保育士・幼稚園

教諭等処遇改善臨時特例事業実施要綱（令和３年１２月２３日府子本第１２０３

号内閣府子ども・子育て本部統括官通知。以下「国実施要綱」という。）に基づ

き実施する事業に対し補助金を交付することについて、大野市補助金等交付規則

（昭和５７年規則第３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な

事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条  この要綱において使用する用語は、国実施要綱及び規則において使用する

用語の例による。  

 （補助対象者）  

第３条  補助金の交付の対象となる者は、大野市内において特定教育・保育施設等

（大野市が設置するものを除く。）を運営する事業者とする。  

 （補助対象経費）  

第４条  補助金の交付の対象となる経費は、国実施要綱４．事業内容に規定する賃

金改善部分及び国家公務員給与改定対応部分とする。  

 （補助金の額）  

第５条  補助金の額は、国実施要綱６．補助額の算定の規定により算定した額とす



る。  

 （概算払）  

第６条  市長は、補助事業者の請求に基づき、補助金の概算払をすることができる。  

 （関係図書の保存）  

第７条  補助金の交付を受けた者は、当該補助金の交付を受けた事業の実施に係る

関係図書、収支に関する帳簿及び支払に関する証拠書類を、事業の完了した日の

属する会計年度の翌年度の４月１日から起算して５年間保管しなければならない。  

 （その他）  

第８条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が別に定める。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要綱は、告示の日から施行する。  

 （この要綱の失効）  

２  この要綱は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第７条に規

定する事項については、同日後もなおその効力を有する。  
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